
市勢データ

　主要統計である「人口」、「事業所」、「工業」などの調査
をもとに、近年の推移をグラフ化してまとめました。



1 人口の推移

データ
チェック

●人口増加が続く

　市制施行した大正13年末の川崎市の人口は5万人でしたが、昭和5年には10万人、昭
和10年には15万人となりました。そして15年には2倍の30万人となりました。

　昭和20年12月の戦後の人口調査では20万人に激減しましたが、急速に回復し、昭和25年には
33万人、32年には50万人、40年には85万人となり、大幅な増加が続きました。そして、48年に100
万人の大台に到達しました。
　その後は緩やかに増加を続け、50年には101万人、60年には108万人となり、61年に110万人に
なりました。さらに、平成2年には117万人、5年に120万人となりました。
　その後、住宅や土地価格の安定などによる都心回帰などにより、増加幅が大きくなり、平成12年
には124万人、16年に130万人となりました。さらに、平成21年には140万人を超え、23年4月1日現
在では142万6,777人となっています。

年　次 面　積
（㎢） 総　数 男 女

人　口
性　比 備　考

（女性=100）

人口の推移

（単位：人）

（人）

23年昭和30年 40年 50年 60年 平成7年 17年



2 区別人口

データ
チェック

●最も人口が増えたのは中原区

　川崎市の人口を行政区別にみると、中原区が23万4,049人（総数の16.4％）と
最も多く、次いで宮前区が21万9,081人（同15.4％）、高津区が21万7,870人（同

15.3％）、川崎区が21万7,366人（同15.2％）、多摩区が21万3,278人（同14.9％）の順となっ
ており、この5区が20万人を超えています。
　前年と比べるとすべての区で人口が増加していますが、増加数は中原区が3,938人と最も多
く、次いで高津区2,583人、麻生区2,177人の順となっています。

区　別

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

総数

面　積
（㎢）

世帯数
総　数 男 女

人　口

（世帯）
前年同月人口

対前年同月
増減人口

人口密度
（人／㎢）

区別年間人口増加数

（単位：人）（平成23年4月1日）

（人）

麻生区川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区



3 人口の自然増減と社会増減
●自然増減は中原区、社会増減は川崎区が最も増加

年次･区別 人口増減
出　生計 死　亡 計 転　入 転　出

自　然　増　減 社　会　増　減

（単位：人）

人口動態の推移
（人）

22年平成１８年 19年 20年 21年

自然増減 社会増減

　平成22年の自然増減は5,281人の増加で、区別内訳をみると中原区が1,328人
で最も増加しています。また、社会増減は5,002人の増加で、区別内訳をみると川

崎区が1,251人で最も増加しています。
　平成17年以降は社会増加数が自然増加数を上回っていましたが、6年ぶりに自然増減が社
会増減を上回りました。

データ
チェック



4

データ
チェック 　平成23年の川崎市の年齢（3区分）別人口は、15歳未満の年少人口が18万6,166

人（年齢不詳を除く総人口の13.1％）、15～64歳の生産年齢人口が98万9,158人
（同69.8％）、65歳以上の老年人口は24万1,346人（同17.0％）となっており、老年人口が年少人
口を上回っています。
　平成22年と比較すると、人口総数は5,261人（0.4％）増加しており、年齢3区分では、年少人口
が595人（0.3％）、生産年齢人口が618人（0.1％）、老年人口が4,048人（1.7％）増加しています。
老年人口が最も増加しており、高齢化の傾向がみられます。
　5歳階級別の増加率では、5～9歳、15～19歳、20～24歳、25～29歳、30～34歳、35～39歳、
55～59歳、65～69歳で減少し、他の年齢階級では増加しています。特に後期老年人口(75歳以
上）では5.4％増加しています。

（単位：人）（各年１0月1日）

年齢階級別
平成22年
総数

増加率（％）

－
女男総　数 平成23年 平成22年

平　成　23　年 構成比（％）

－

5歳階級別人口増加率
（歳）

（％）-6 -4 -2 0 2 4 6 8 10

年齢別人口
●老年人口の増加率が最も高い

*総数には年齢不詳を含む。構成比は年齢不祥を除いて算出。平成23年は推計人口、平成22年は国勢調査結果。



5 外国人登録人口

データ
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●外国人登録人口は15年ぶりに減少

　平成23年3月末日の外国人登録人口は、3万2,146人で前年の3万2,614人に比
べて468人（前年比1.4％）減少し、平成8年以来15年ぶりの減少となりました。そ

の中で最も増加したのは中国で188人（同1.8％）増加しています。
　国別では、中国が1万611人（総数の33.0％）で最も多く、次いで韓国・朝鮮9,066人（同
28.2％）、フィリピン3,836人（同11.9％）、インド1,155人（同3.6％）、ブラジル1,123人（同
3.5％）の順となっています。
　外国人登録人口を区別にみると、最も多いのは川崎区の1万1,932人（総数の37.1％）で、次
いで中原区4,399人（同13.7％）、高津区3,784人（同11.8％）の順となっています。

年次･区別 総 数 中国 韓国・朝鮮 フィリピン インド ブラジル その他

（単位：人）（各年3月末日）

外国人登録人口の推移
（人）

中国 韓国・朝鮮 フィリピン インド ブラジル

平成19年 20年 21年 22年 23年



6 婚姻と離婚

データ
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●離婚率は昨年に引き続き低下

　平成21年の人口動態調査では、婚姻件数が1万773件と前年に比べて398件
（3.6％)減少しており、婚姻率は7.9‰で前年と比べて0.4ポイント低下しました。

　また、離婚件数は2,713件で、前年に比べて103件（3.7％）減少しており、離婚率は1.98‰で
前年に比べて0.11ポイント低下しました。

年　次 婚　姻 婚　姻　率 離　婚 離　婚　率

（単位：件、‰）

（人口動態調査）＊婚姻率及び離婚率は各年10月1日現在の日本人人口1,000人に対する割合。

婚姻率・離婚率の推移

（‰）

平成17年 18年 19年 20年 21年

婚姻率 離婚率



7 産業の構造（民営事業所）

データ
チェック

●事業所数は「卸売業、小売業」、従業者数は「製造業」が第１位

　平成21年経済センサス－基礎調査をみると、市内の事業所数は4万3,525事業
所、従業者は51万7,728人となっています。

　産業別の事業所数は、「卸売業、小売業」が9,536事業所（総数の21.9％）と最も多く、次いで
「宿泊業、飲食サービス業」6,366事業所（同14.6％）、「建設業」4,637事業所（同10.7％）の順
となっており、この3産業で全体の47.2％を占めています。
　また、従業者数は、「製造業」が9万8,494人（総数の19.0％）と最も多く、次いで「卸売業、小
売業」8万7,954人（同17.0％）、「宿泊業、飲食サービス業」5万4,424人（同10.5％）の順となっ
ており、この3産業で全体の46.5％を占めています。

産業（大分類）別 事業所数
総数

従業者数 構成比

男 女 事業所数 従業者数

（単位:事業所、人、％）（平成21年7月1日）

農 林 漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
製 造 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業、飲食サービス業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
複 合 サ ー ビ ス 事 業
サービス業（他に分類されないもの）

全 　 産 　 業

*従業者総数に性別不詳を含む。 （経済センサス－基礎調査）

事業所数上位5産業（平成21年） 従業者数上位5産業（平成21年）
（事業所） （人）
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8 区別の民営事業所

データ
チェック

●従業者数は市域南部3区で約6割

　平成21年経済センサス－基礎調査で民営事業所を区別にみると、事業所数は川
崎区が1万1,816事業所（総数の27.1％）と最も多く、次いで中原区7,218事業所

（同16.6％）、高津区6,222事業所（同14.3％）の順となっており、川崎区、幸区及び中原区の市
域南部3区で事業所総数の55.3％を占めています。
　従業者数でも川崎区が15万7,996人（総数の30.5％）で最も多く、次いで中原区9万4,540
人（同18.3％）、幸区6万7,921人（同13.1％）の順となっており、川崎区、幸区及び中原区の市域
南部3区で従業者総数の61.9％を占めています。

区　別

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

総　数

事業所数
男 女 事業所数

従業者数 構成比

総　数 従業者数

（単位：事業所、人、％）（平成21年7月1日）

（経済センサス－基礎調査）* 従業者総数に性別不詳を含む。

川崎区
27.1％ 川崎区

30.5％

幸　区
11.6％

幸　区
13.1％

中原区
16.6％

中原区
18.3％

高津区
13.0％

宮前区
8.6％

高津区
14.3％

宮前区
10.2％

多摩区
11.9％

多摩区
8.6％

麻生区
8.3％

麻生区
7.9％

区別事業所数の構成比（平成21年） 区別従業者数の構成比（平成21年）



従業者規模別事業所数・従業者数（平成21年）
（事業所） （人）

1～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

9 従業者規模別の概況（民営事業所）

データ
チェック

●事業所数は「1～9人規模」、従業者数は「100人以上規模」が最も多い

　平成21年経済センサス－基礎調査で民営事業所を従業者規模別にみると、事業
所数は「1～9人規模」が3万3,379事業所（総数の76.7％）と最も多く、次いで「10

～19人規模」5,168事業所（同11.9％）、「20～29人規模」2,053事業所（同4.7％）の順となっ
ており、規模が小さいほど事業所数は多くなっています。
　従業者数では、「100人以上規模」が17万5,531人（総数の33.9％）と最も多く、次いで「1～
9人規模」11万2,800人（同21.8％）、「10～19人規模」6万9,763人（同13.5％）の順となって
います。
　「100人以上規模」は、事業所数では総数のわずか1.3％ですが、従業者数では総数の33.9％
を占めています。

従業者規模別 総数 川崎区 幸区 中原区 宮前区高津区 多摩区 麻生区

（単位：事業所、人）（平成21年7月1日）

～
～
～
～
～

～
～
～
～
～

（経済センサス－基礎調査）

*「派遣従業者のみ」を除く

事業所数 従業者数



10 資本金階級別の概況（会社企業）

データ
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●従業者が最も多いのは資本金「1,000万円～3,000万円未満」の会社企業

　平成21年経済センサス－基礎調査をみると、市内の会社企業数は1万6,996企
業となっています。資本金階級別に会社企業数をみると、「300万円～500万円未

満」が7,430企業（総数の43.7％）と最も多く、次いで「1,000万円～3,000万円未満」5,426
企業（同31.9％）の順となっており、この2階級で会社企業総数75.6％を占めています。
　また、従業者数を資本金階級別にみると、「1,000万～3,000万円未満」が8万7,353人（総
数の26.7％）で最も多く、次いで「1億～10億円未満」5万6,488人（同17.3％）の順となってい
ます。
　なお、1企業当たりの従業者数は「50億円以上」が2,187人と最も多くなっています。

資本金階級別 事業所数会社企業数
男総数 女

従業者数
 （単位：企業、事業所、人）（平成21年7月1日）

～

～

～

～

～

～

～

総 数

* 総数に資本金不詳を含む。
* 会社企業とは、経営組織が株式会社（有限会社を含む）、合名会社、合資会社、合同会社及び相互会社で、川崎市に本所・本社・本店があり、
 それらの傘下の支所・支社・支店を含めた全体をいう。支所・支社・支店を持たない単独事業所の場合は、その事業所だけで会社企業となる。

資本金階級別会社企業数・従業者数（平成21年）
（企業） （人）

300万円
未満

300万
～500
万円未満

500万
～1,000
万円未満

1,000万
～3,000
万円未満

3,000万
～5,000
万円未満

5,000万円
～

1億円未満

1億
～10億
円未満

10億
～50億
円未満

50億円
以上

会社企業数 従業者数



11 農業の推移
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●農家戸数は引き続き減少

　平成22年の農林業センサスをみると、農家数は1,257戸となっています。販売・
自給的別の農家数は、販売農家が697戸（農家総数の55.4％）、自給的農家は560

戸(同44.6％）となり、平成17年調査と比べると販売農家は71戸（9.2％）の減少、自給的農家
は2戸（0.4％）の増加となっています。
　また、販売農家１戸当たりの経営耕地面積は55.6aとなり、平成17年と比べると1.6aの増加
となりました。

年　次
総数 販売農家 自給的農家 総面積 樹園地田 畑

販売農家１戸当たりの
経営耕地面積

販売農家経営耕地農家戸数
（単位：戸、ａ）（各年2月１日）

*「農家」とは農業を営む経営耕地面積が10a以上、または、過去1年間の農産物販売額が15万円以上の世帯。
*「販売農家」とは経営耕地面積が30a以上、または、農産物販売額が50万円以上の農家。
*「自給的農家」とは経営耕地面積が30a未満、かつ、農産物販売額が50万円未満の農家。

総農家数の推移

（戸）

平成2年 7年 12年 17年 22年

（農林業センサス）



12 区別の農業概況
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●販売農家経営耕地面積は麻生・宮前・多摩の市域北部3区で約8割

　区別の農家戸数をみると、農家の最も多い区は宮前区で328戸（農家戸数総数
の26.1％）、次いで麻生区322戸（同25.6％）、多摩区281戸（同22.4％）の順とな

っています。
　販売農家の経営耕地面積では、麻生区が1万2,728a（総面積の32.9％）で最も多く、次いで
宮前区1万1,960a(同30.9％）、多摩区6,609a（同17.1％）の順となっており、川崎市の農業は
麻生区、宮前区、多摩区の市域北部で80.8％を占めています。

区　別
総数

販売農家

兼業
自給的農家 総面積

農家戸数 販売農家経営耕地面積

専業
田 畑 樹園地

（単位：戸、ａ）（平成22年2月1日）

＊「専業農家」とは、世帯員の中に兼業従業者がいない農家。
＊「兼業農家」とは、世帯員の中に兼業従業者が1人以上いる農家。

区別の販売農家経営耕地面積の推移
（ａ）

麻生区川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区
平成17年 平成22年

（農林業センサス）



13 工業の推移（従業者4人以上の事業所）
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●事業所数、付加価値額が減少に転じる

　平成21年の事業所数は1,539事業所で、前年に比べ214事業所（対前年比12.2
％）減少し、従業者数は5万3,182人で､前年に比べ3,486人(同6.2％）減少しました。

　製造品出荷額等は3兆4,736億円で、前年に比べ1兆1,375億円（同24.7％）減少しました。
付加価値額は8,534億円で、前年より5,008億円(同37.0％）減少しました。
　1事業所当たりの従業者数は2.23人（対前年比6.9％）増加しています。

年　次 従業者数事業所数 製造品出荷額等 付加価値額

（単位：事業所、人、百万円）（各年12月末日）

（工業統計調査）

事業所数と製造品出荷額等の推移

（事業所） （億円）

平成17年 18年 19年 20年 21年

事業所数 製造品出荷額等



14 区別の工業概況（従業者4人以上の事業所）

データ
チェック

●製造品出荷額等の78.1％は川崎区

　事業所数は、川崎区が493事業所（事業所総数の32.0％)で最も多く、次いで高
津区、中原区の順となっています。従業者数は、川崎区が2万5,159人(従業者総数

の47.3％）で最も多く、次いで中原区、高津区の順となっています。また、製造品出荷額等は、川
崎区が2兆7,134億円（製造品出荷額等総額の78.1％）で最も多く、次いで中原区、高津区の順
となっており、これら3区で製造品出荷額等総額の92.6％を占めています。
　従業者１人当たり製造品出荷額等は6,532万円となっており、区別では川崎区が1億785万
円で最も多く、次いで中原区3,967万円、幸区3,377万円の順となっています。

区　別

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

総数

事業所数 製造品出荷額等 付加価値額
従業者１人当たり
製造品出荷額等

従業者数

（単位：事業所、人、百万円）（平成21年12月末日）

（工業統計調査）

区別製造品出荷額等の構成比（平成21年）

川崎区
78.1％

幸　区
4.8％

中原区
9.6％

高津区
4.9％

宮前区
0.9％

多摩区
0.7％ 麻生区

1.0％



15 業種別の概況（従業者4人以上の事業所）

データ
チェック

●製造品出荷額等は石油製品･石炭製品製造業が第1位

　業種別の事業所数は、金属製品製造業が269事業所で最も多く、次いで生産用
機械器具製造業222事業所、電気機械器具製造業172事業所の順となっており、こ

の3業種で全体の43.1％を占めています。
　従業者数では、化学工業が6,107人で最も多く、次いで輸送用機械器具製造業5,272人、鉄
鋼業5,207人、生産用機械器具製造業5,114人、食料品製造業5,055人の順となっており、こ
の5業種で全体の50.3％を占めています。
　製造品出荷額等では、石油製品･石炭製品製造業が1兆871億円で最も多く、次いで化学工業
7,241億円、鉄鋼業4,551億円の順となっており、この3業種で全体の65.2％を占めています。

業　種

食 料 品

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

家 具 ・ 装 備 品

パ ル プ・紙・紙 加 工 品

印 刷 ・ 同 関 連 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

ゴ ム 製 品

な めし革・同 製 品・毛 皮

窯 業 ・ 土 石 製 品

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

生 産 用 機 械 器 具

業 務 用 機 械 器 具

電子部品・デバイス・電子回路

電 気 機 械 器 具

情 報 通 信 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

そ の 他

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額

（単位：事業所、人、百万円）（平成21年12月末日）

（工業統計調査）



16 従業者規模別の概況（従業者４人以上の事業所）

データ
チェック

●大規模事業所ほど高い労働生産性

　平成21年の事業所総数の84.8％を占める小規模事業所（4～29人）は、製造品
出荷額等では2,241億円と全体の6.5％に過ぎません。また、事業所総数の13.3％

を占める中規模事業所（30～299人）は、製造品出荷額等では8,232億円と全体の23.7％を
占めています。なお、事業所総数の1.9％に過ぎない大規模事業所（300人以上）は、製造品出
荷額等では2兆4,263億円と全体の69.8％を占めています。
　従業者1人当たりの製造品出荷額等は、小規模事業所で1,725万円、中規模事業所で4,859
万円、大規模事業所で1億436万円となり、事業所の規模が大きいほど、労働生産性が高くなる
ことがうかがえます。

年　次

平成 年

年

従業者規模 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 従業者1人当たりの
製造品出荷額等

（単位：事業所、人、百万円）（各年12月末日）

（工業統計調査）

従業者規模別製造品出荷額等の推移
（百万円）

小規模（4～29人） 中規模（30～299人）大規模（300人以上）

■平成18年

■平成19年

■平成20年

■平成21年



17 商業の推移

データ
チェック

●年間商品販売額は増加傾向

　平成19年商業統計調査をみると、商業事業所数（卸売業及び小売業）は9,105事
業所で、前回調査である平成16年調査の1万327事業所と比べ1,222事業所（対前

回比11.8％）の減少となっています。また、従業者数は8万5,320人で、平成16年調査の8万
5,998人と比べ678人（同比0.8％）の減少となっています。
　年間商品販売額は3兆6,407億円で、平成16年調査の3兆396億円と比べ6,011億円（同比
19.8％）の増加となっており、平成11年の調査から増加が続いています。

項　目

事業所数

 卸売業

 小売業

従業者数

 卸売業

 小売業

年間商品販売額

 卸売業

 小売業

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年

（平成11年は7月1日、平成9年・14年・16年・19年は6月1日）

（商業統計調査）

卸売業・小売業別年間商品販売額の推移

（百万円）

平成9年 11年 14年 16年 19年

小売業卸売業



18 卸売業の概況

データ
チェック

●年間商品販売額は「自動車卸売業」が第1位

　卸売業は事業所数1,629事業所、従業者数2万2,203人、年間商品販売額2兆
4,748億円となっています。

　産業（小分類）別にみると、事業所数が最も多いのは「農畜産物･水産物卸売業」で265事業
所、次いで「他に分類されない卸売業」205事業所、「食料・飲料卸売業」196事業所の順となっ
ています。
　従業者数が最も多いのは「自動車卸売業」で7,080人、次いで「農畜産物･水産物卸売業」
3,010人、「他に分類されない卸売業」2,214人の順となっています。
　年間商品販売額は「自動車卸売業」が6,696億円で最も多く、次いで「他に分類されない卸
売業」4,993億円、「電気機械器具卸売業」3,853億円の順となっており、この3産業で全体の
62.8％を占めています。

産業（小分類）別

卸　売　業　計

 各 種 商 品
 繊 維 品
 衣 服 ・ 身 の 回 り 品
 農 畜 産 物 ・ 水 産 物
 食 料 ・ 飲 料
 建 築 材 料
 化 学 製 品
 鉱 物 ・ 金 属 材 料
 再 生 資 源
 一 般 機 械 器 具
 自 動 車
 電 気 機 械 器 具
 そ の 他 の 機 械 器 具
 家 具・建 具・じゅう 器 等
 医 薬 品 ・ 化 粧 品 等
 他に分類されない卸売業

事業所数 従業者数 年間商品販売額

（単位：事業所、人、百万円）（平成19年6月1日）

（商業統計調査）

卸売業上位5産業の年間商品販売額（平成19年）
（百万円）

自動車 他に分類されない
卸売業

電気機械器具 農畜産物・水産物 食料・飲料



19 小売業の概況

データ
チェック

●事業所数、従業者数及び年間商品販売額はいずれも「飲食料品小売業」が第1位

　小売業は事業所数7,476事業所、従業者数6万3,117人、年間商品販売額1兆
1,659億円となっています。

　産業（中分類）別をみると、事業所数が最も多いのは「飲食料品小売業」で2,851事業所、次い
で医薬品･化粧品小売業や書籍･文房具小売業などの「その他の小売業」2,517事業所、「織物･
衣服･身の回り品小売業」1,114事業所の順となっています。
　従業者数が最も多いのは「飲食料品小売業」で3万511人、次いで「その他の小売業」1万
7,080人、「織物・衣服・身の回り品小売業」6,063人の順となっています。
　年間商品販売額も「飲食料品小売業」が4,091億円で最も多く、次いで「その他の小売業」
3,004億円、「織物・衣服・身の回り品小売業」1,282億円の順となっており、この3産業で全体
の71.8％を占めています。

産業（中分類）別

小　売　業　計

 各 種 商 品

 織 物・衣 服・身 の 回り品

 飲 食 料 品

 自 動 車 ・ 自 転 車

 家具・じゅう器・機械器具

 そ の 他 の 小 売 業

事業所数 従業者数 年間商品販売額

（単位：事業所、人、百万円）（平成19年6月1日）

（商業統計調査）

小売業の産業別年間商品販売額（平成19年）

（百万円）

各種商品 飲食料品 自動車・自転車 家具・じゅう器
・機械器具

その他の
小売業

織物・衣服
・身の回り品



20 区別の卸売業・小売業

データ
チェック

●卸売業と小売業を合わせた年間商品販売額は幸区が第1位

　卸売業の事業所数は、川崎区が最も多く495事業所、次いで宮前区325事業所、
幸区234事業所の順となっています。年間商品販売額は幸区が最も多く1兆1,644

億円、次いで川崎区5,105億円、中原区3,283億円の順となっています。
　小売業の事業所数は、川崎区が最も多く1,975事業所、次いで中原区1,355事業所、幸区
1,022事業所の順となっています。年間商品販売額は、川崎区が最も多く3,313億円、次いで高
津区1,720億円、宮前区1,630億円の順となっています。
　卸売業と小売業を合わせた年間商品販売額は、幸区が最も多く1兆2,928億円、次いで川崎
区8,418億円、中原区4,744億円の順となっており、この3区で全体の71.7％を占めています。

区　別

川　崎　市

 川 崎 区

 幸 　 区

 中 原 区

 高 津 区

 宮 前 区

 多 摩 区

 麻 生 区

卸売業

事業所数 従業者数 年間商品販売額 事業所数 従業者数 年間商品販売額

小売業

（単位：事業所、人、百万円）(平成19年6月1日）

（商業統計調査） 

区別の卸売業・小売業別年間商品販売額（平成19年）

（百万円）

川崎区 幸　区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

■卸売業 ■小売業



21 大型小売店の概況

データ
チェック

●従業者数が増加し、店舗数、売場面積、年間商品販売額は減少

　平成22年の大型小売店の店舗数は91店舗、売場面積は35万96㎡、従業者数は
8,311人、年間商品販売額は3,132億円となっています。平成21年の調査と比べ従

業者数は42人増加していますが、店舗数は1店舗、売場面積は7,303㎡、年間商品販売額は10
億7,400万円減少しています。
　年間商品販売額をみると、「食料品」が1,525億円（年間商品販売総額の48.7％）で最も多く、
次いで「家庭用電気製品」が597億円（同19.1％）、医薬品や書籍等の「その他の商品」が399億
円（同12.7％）の順となっています。

項　目

店舗数

売場面積

従業者数

年間商品販売額

紳士服・洋品

婦人・子供服・洋品

その他の衣料品

身の回り品

食料品

家具

家庭用電気製品

家庭用品

その他の商品

食堂・喫茶

サービス料金収入

平成20年 平成21年 平成22年

（単位：店、平方メートル、人、百万円）

＊店舗数、売場面積、従業者数は12月末現在の数値。 （神奈川県大型小売店統計調査）

＊大型小売店とは個々の店舗の売場面積が1,000㎡を超える小売店である。

内
　
　
　
訳

店舗数と年間商品販売額の推移
（店） （億円）

平成18年 19年 20年 21年 22年

■■店舗数 年間商品販売額
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